
沖縄県の
雇用・労働行政推進の体系



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

          

      

沖縄県の雇用・労働行政推進の体系 

１ 組織と事務分掌 

1 沖縄県緊急雇用創出事業等臨時特例基金の精算に関すること。 

2 中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善

の促進に関する法律に関すること（他課の所掌に属するものを除く。）。 

3 県内及び県外における労働市場の開拓に関すること。 

4 職場適応訓練に関すること。 

5 高齢者及び心身障害者等の雇用促進に関すること 

6 その他雇用施策の執行に関すること。 

附属機関 
◇沖縄県駐留軍関係離職者等対策協議会 

雇用企画班 
 

雇用対策班 
 

1 雇用施策の総合的企画及び調整に関すること。 

2 雇用情報の収集、分析及び広報に関すること。 

3 駐留軍関係離職者等対策協議会に関すること。 

4 課の庶務に関すること。 

5 課の予算、決算及び監査等に関すること。 

6 課の議会総括に関すること。 

7 総合就業支援拠点に関すること。 

8 介護労働者の雇用管理の改善に関する法律（平成４年法律第63号）に関すること。 

９ 産業と雇用の拡大に関する県民運動に関すること。 

10 その他雇用施策に関すること。 

雇用政策課 



当初予算 補正予算 増減額 増減率
18,524 0 18,524 0 0.0%

使用料 18,524 0 18,524 0 0.0%

商工労働使用料 18,524 0 18,524 0 0.0%

建物使用料 18,524 0 18,524 0 0.0%

　 建物使用料（商工労働部） 18,524 18,524 0 0.0%

634,283 0 373,450 △ 260,833 △ 41.1%

国庫補助金 634,283 0 373,450 △ 260,833 △ 41.1%

労働費国庫補助金 634,283 0 373,450 △ 260,833 △ 41.1%

職場適応訓練費 8,548 8,549 1 0.0%

沖縄振興特別推進交付金 621,142 0 360,899 △260,243 △ 41.9%

若年者活躍促進事業 188,883 159,984 △ 28,899 △ 15.3%

沖縄型産学官・地域連携グッジョブ事業 17,496 0 △ 17,496 皆減 若年者活躍促進事業へ統合

新規学卒者等総合就職支援事業 57,133 0 △ 57,133 皆減 若年者活躍促進事業へ統合

県内企業雇用環境改善支援事業 14,517 9,097 △ 5,420 △ 37.3%

パーソナル・サポート事業 105,954 96,060 △ 9,894 △ 9.3%

離職者等就職促進事業 38,704 42,128 3,424 8.8%

おきなわ企業魅力発見事業 15,882 0 △ 15,882 皆減 若年者活躍促進事業へ統合

正規雇用化促進事業 32,125 53,630 21,505 66.9%
正規雇用化サポート・企業応援事業と
正規雇用採用力向上モデル事業の統
合事業

未来の産業人材育成事業 11,699 0 △ 11,699 皆減 若年者活躍促進事業へ統合

若年者ジョブトレーニング事業 67,920 0 △ 67,920 皆減 若年者活躍促進事業へ統合

ひとり親世帯・中高年齢者就職総合支援事業 23,786 0 △ 23,786 皆減 離職者等就職促進事業へ統合

地域巡回マッチングプログラム事業 14,918 0 △ 14,918 皆減 離職者等就職促進事業へ統合

正規雇用化サポート・企業応援事業 32,125 0 △ 32,125 皆減
正規雇用採用力向上モデル事
業と統合

地域就職氷河期世代支援加速化交付金 4,593 4,002 △ 591 △ 12.9%

若年者総合雇用支援事業 4,593 4,002 △ 591 △ 12.9%

652,807 0 391,974 △260,833 △40

対前年当初予算
備考

使用料及び手数料

国庫支出金

計

２　令和４年度予算総括表（雇用政策課）

(1)　歳入予算
(単位：千円）

予算科目名
R03 R04

当初予算



(単位：千円）

当初予算 補正予算 国庫 県債 特財 一財 増減額 増減比率

労働費 1,239,895 0 734,854 373,450 0 18,524 342,880 △ 505,041 △ 40.7

労政費 1,239,895 0 734,854 373,450 18,524 342,880 △ 505,041 △ 40.7

労政総務費 1,239,895 0 734,854 373,450 18,524 342,880 △ 505,041 △ 40.7

雇用対策推進費 1,117,038 0 624,977 360,899 18,524 245,554 △ 492,061 △ 44.1

雇用開発推進事業費 8,854 15,665 15,665 6,811 76.9

グッジョブセンターおきなわ管理費 11,005 11,713 5,229 6,484 708 6.4

障害者等就業サポート事業 45,304 46,494 46,494 1,190 2.6

沖縄型産学官・地域連携グッジョブ事業 21,870 0 △ 21,870 皆減 若年者活躍促進事業へ統合

みんなでグッジョブ運動促進事業 14,999 0 △ 14,999 皆減 若年者活躍促進事業へ統合

若年者活躍促進事業 0 199,981 159,984 39,997 199,981 皆増 事業統合による皆増

新規学卒者等総合就職支援事業 71,417 0 △ 71,417 皆減 若年者活躍促進事業へ統合

沖縄型総合就業支援拠点形成事業 60,828 60,767 13,295 47,472 △ 61 △ 0.1

県内企業雇用環境改善支援事業 18,147 11,372 9,097 2,275 △ 6,775 △ 37.3

パーソナル・サポート事業 132,444 120,075 96,060 24,015 △ 12,369 △ 9.3

生涯現役スキル活用型雇用推進事業 1,223 0 △ 1,223 皆減

おきなわ企業魅力発見事業 19,853 0 △ 19,853 皆減 若年者活躍促進事業へ統合

未来の産業人材育成事業 14,624 0 △ 14,624 皆減 若年者活躍促進事業へ統合

若年者ジョブトレーニング事業 84,900 0 △ 84,900 皆減 若年者活躍促進事業へ統合

ひとり親世帯・中高年齢者就職総合支援事業 29,733 0 △ 29,733 皆減 離職者等就職促進事業へ統合

離職者等就職促進事業 0 52,660 42,128 10,532 52,660 皆増 事業統合による皆増

地域巡回マッチングプログラム事業 18,648 0 △ 18,648 皆減 離職者等就職促進事業へ統合

正規雇用化促進事業 40,157 67,038 53,630 13,408 26,881 66.9

事業主向け雇用支援事業 22,948 19,869 19,869 △ 3,079 △ 13.4

正社員雇用拡大助成金事業 19,554 19,343 19,343 △ 211 △ 1.1

沖縄県雇用継続助成金事業 460,000 0 △ 460,000 皆減
R04年においても、R03からの

繰越予算を活用し、事業継続

新型コロナウイルス感染症対応休業者等マッチング事業 20,530 0 △ 20,530 皆減 事業廃止

雇用対策事業費 105,760 0 92,780 4,002 88,778 △ 12,980 △ 12.3

県外就職対策事業費 13,353 0 △ 13,353 皆減 事業廃止

高齢者雇用対策事業費 14,270 14,270 14,270 0 0.0

若年者総合雇用支援事業 74,856 74,202 4,002 70,200 △ 654 △ 0.9

沖縄県職業総合庁舎管理費 3,281 4,308 4,308 1,027 31.3

職場適応訓練事業費 17,097 0 17,097 8,549 8,548 0 0.0

職場適応訓練事業費 17,097 17,097 8,549 8,548 0 0.0

(2)　歳出予算

予算科目名
R03 R04

当初予算

財源内訳 対前年当初予算
備考



(単位：千円）

当初予算 補正予算 増減額 増減率
247 0 251 4 1.6%

使用料 83 0 94 11 13.3%

商工労働使用料 83 0 94 11 13.3%

土地使用料 16 0 14 △ 2 △ 12.5%

建物使用料 67 0 80 13 19.4%

証紙収入 164 0 157 △ 7 △ 4.3%

862,859 △ 72,752 962,523 99,664 11.6%

国庫補助金 366,581 △18,266 418,413 51,832 14.1%

労働費国庫補助金 366,581 △18,266 418,413 51,832 14.1%

職業訓練費 314,519 △18,266 286,420 △ 28,099 △ 8.9%

職業転換訓練及び離職者等職業訓練交付金 156,878 0 162,456 5,578 3.6%

職業転換訓練費 31,993 △6,667 26,260 △ 5,733 △ 17.9%

訓練校設備整備費 49,266 0 28,726 △ 20,540 △ 41.7%

技能向上対策費 30,983 0 25,457 △ 5,526 △ 17.8%

認定訓練助成事業費 7,000 0 7,865 865 12.4%

障害者能力開発事業費 38,399 △11,599 35,656 △ 2,743 △ 7.1%

沖縄振興特別推進交付金 49,152 0 50,552 1,400 2.8%

若年無業者職業基礎訓練事業 18,585 0 17,170 △ 1,415 △ 7.6%

働く女性応援事業 21,840 0 24,655 2,815 12.9%

非正規労働者処遇改善事業 8,727 0 8,727 0 0.0%

地方創生推進交付金 2,910 0 3,264 354 12.2%

ワーク・ライフ・バランス定着事業 2,910 0 3,264 354 12.2%

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 0 0 78,177 78,177 皆増

経済活動回復対応分 0 0 78,177 78,177 皆増

　　
委託金 496,278 △ 54,486 544,110 47,832 9.6%

労働費委託金 496,278 △ 54,486 544,110 47,832 9.6%

労使関係総合調査費 254 255 1 0.4%

職業訓練等委託金 496,024 △ 54,486 543,855 47,831 9.6%

2,622 0 48,091 45,469 1,734.1%

財産運用収入 2,622 0 3,241 619 23.6%

財産貸付収入 2,622 0 3,241 619 23.6%

土地貸付料 412 0 753 341 82.8%

建物貸付料 2,210 0 2,488 278 12.6%

財産売払収入 0 0 44,850 44,850 皆増

不動産売払収入 0 0 44,850 44,850 皆増

土地売払代 0 0 44,850 44,850 皆増

578 0 909 331 57.3%

雑入 578 0 909 331 57.3%

県債 27,600 0 13,000 △ 14,600 △ 52.9%

県債 27,600 0 13,000 △ 14,600 △ 52.9%

労働債 27,600 0 13,000 △ 14,600 △ 52.9%

職業訓練校整備事業 27,600 0 13,000 △ 14,600 △ 52.9%

893,906 △ 72,752 1,024,774 130,868 14.6%

備考

３　令和4年度予算総括表（労働政策課）

(1)　歳入予算

対前年当初予算

計

予算科目名
R3 R4

当初予算
使用料及び手数料

国庫支出金

財産収入

諸収入



(単位：千円）

当初予算 補正予算 国庫 県債 特財 一財 増減額 増減比率

労働費 1,882,089 △ 94,177 1,756,498 962,523 13,000 3,388 777,587 △ 125,591 △ 6.7

労政費 677,151 0 665,796 87,690 0 0 578,106 △ 11,355 △ 1.7

労政総務費 608,190 0 590,647 50,789 0 0 539,858 △ 17,543 △ 2.9

職員費 604,114 0 585,955 50,789 0 0 535,166 △ 18,159 △ 3.0

職員費 604,114 0 585,955 50,789 535,166 △ 18,159 △ 3.0

労政推進費 4,076 . 4,692 0 4,692 616 15.1

労政能力開発事業費 4,076 0 4,692 0 0 0 4,692 616 15.1

労働教育費 17,667 0 18,753 255 0 0 18,498 1,086 7

労働関係調査費 254 0 255 255 0 0 0 1 0.4

労使関係総合調査費 254 0 255 255 0 0 0 1 0.4

中小企業労働対策費 17,413 0 18,498 0 0 0 18,498 1,085 6.2

中小企業労働対策事業費 1,302 0 1,303 0 0 0 1,303 1 0.1

労働相談事業 16,111 0 17,195 0 0 0 17,195 1,084 6.7

労働福祉費 44,985 0 49,587 36,646 0 0 12,941 4,602 10.2

労働福祉指導費 44,985 0 49,587 36,646 0 0 12,941 4,602 10.2

労働福祉推進事業費 761 0 886 886 125 16.4

ワーク・ライフ・バランス定着事業 6,015 0 6,723 3,264 3,459 708 11.8

働く女性応援事業 27,300 0 30,819 24,655 6,164 3,519 12.9

労働者協同組合関係事業費 0 0 250 0 0 250 250 皆増

非正規労働者処遇改善事業 10,909 0 10,909 8,727 2,182 0 0.0

渉外労働費 6,309 0 6,809 0 0 0 6,809 500 7.9

駐留軍従業員等福利費 6,309 0 6,809 0 0 0 6,809 500 7.9

沖縄駐留軍離職者等対策費 6,309 0 6,809 0 0 0 6,809 500 7.9

職業訓練費 1,020,763 △ 94,177 1,090,702 874,833 13,000 3,388 199,481 69,939 6.9

職業訓練総務費 113,066 0 186,689 128,669 0 2,645 55,375 73,623 65.1

職業訓練指導費 1,324 0 684 0 0 157 527 △ 640 △ 48.3

職業訓練指導事業費 1,324 0 684 0 0 157 527 △ 640 △ 48.3

技能向上普及対策費 74,510 0 148,812 103,634 0 2,488 42,690 74,302 99.7

技能向上普及対策事業費 52,245 0 49,927 25,457 0 0 24,470 △ 2,318 △ 4.4

外国人技能実習生等受入企業緊急支援事業 0 0 78,177 78,177 0 0 0 78,177 皆増

技能振興事業費 22,265 0 20,708 0 0 2,488 18,220 △ 1,557 △ 7.0

認定職業訓練推進費 14,000 0 15,730 7,865 0 0 7,865 1,730 12.4

認定職業訓練推進事業費 14,000 0 15,730 7,865 0 0 7,865 1,730 12.4

職業訓練促進費 23,232 0 21,463 17,170 0 0 4,293 △ 1,769 △ 7.6

若年無業者職業基礎訓練事業 23,232 0 21,463 17,170 0 0 4,293 △ 1,769 △ 7.6

職業能力開発校費 907,697 △ 94,177 904,013 746,164 13,000 743 144,106 △ 3,684 △ 42

公共職業能力開発事業費 736,143 △ 66,085 775,640 692,047 0 743 82,850 39,497 5.4

浦添職業能力開発校運営費 67,339 0 67,660 48,839 358 18,463 321 0.5

具志川職業能力開発校運営費 62,832 0 57,012 35,155 385 21,472 △ 5,820 △ 9.3

求人開拓・無料職業紹介事業 5,179 0 5,158 5,158 △ 21 △ 0.4

離職者等再就職訓練事業 491,412 △ 54,486 539,243 539,243 47,831 9.7

職業能力開発校事業推進費 63,426 0 63,355 25,598 37,757 △ 71 △ 0.1

障害者能力開発事業費 45,955 △ 11,599 43,212 43,212 △ 2,743 △ 6.0

職業能力開発援護措置費 63,986 △ 13,334 52,521 26,260 0 0 26,261 △ 11,465 △ 17.9

職業能力開発援護措置事業費 63,986 △ 13,334 52,521 26,260 0 0 26,261 △ 11,465 △ 17.9

職業能力開発校整備費 107,568 △ 14,758 75,852 27,857 13,000 0 34,995 △ 31,716 △ 29.5

職業能力開発校整備事業（補助事業） 107,568 △ 14,758 75,852 27,857 13,000 0 34,995 △ 31,716 △ 29.5

(2)　歳出予算

備考予算科目名
財源内訳 対前年当初予算R3 R4

当初予算
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雇用政策課・雇用関連施策俯瞰図（R４） 沖縄振興特別交付金事業

ミスマッチの解消

若年者対策・キャリア教育

☆若年者ジョブトレーニング事業
（若年者活躍促進事業）
40歳未満の若年者を対象に、４か月間
（off-Jt1か月、OJT3か月）の訓練等を
実施し、就職を支援する。

【予算額：58,972千円】

若年者一般

若
年
者

その他

雇用施策全般に係る事業

雇用環境の改善

その他

沖縄職業総合庁舎管理費
キャリアセンター運営費（光熱水費
支払等）【予算額：4,308千円】

雇用開発推進事業費

雇用政策課運営費

☆県内企業雇用環境改善支援事業
県内企業の人材育成の取り組みを支援することにより、企
業内雇用環境を改善し、従業員のスキルアップとキャリア
形成を実現する働きがいのある企業づくりを支援する

• 「人材育成企業認証制度」
• 人材育成の優れた取り組みを行う企業を認証する
【予算額：11,372千円】

雇用の創出・維持

企
業

☆地域巡回マッチングプログラム事業
（離職者等就職促進事業）

県内５圏域において、地元中小企業などの求人開拓を行い、合

一
般
求
職
者

☆正規雇用化サポート・企業応援事業
（正規雇用化促進事業）

正社員転換等を検討している企業に対する専門家
派遣や、正社員転換を要件とした研修費の一部助
成により、正規雇用拡大の支援を行う。

【予算額：42,444千円】

事業主向け雇用支援事業
雇用支援に関する国や県の情報を一元化し、社会保険労務
士等による事業主向けの相談支援を行う。
①雇用関連助成金相談、②新規雇用・創業相談、③正規雇用
化相談、ほか

【予算額：19,869千円】

高齢者雇用対策事業
（補助事業）
県シルバー人材センター連合等に対
する補助を行う。

【予算額：14,270千円】

職場適応訓練事業
障害者等の就職困難者を事業所で６か月間の職場適応訓練を
実施、訓練後は雇用に結びつける。【予算額：17,097千円】

高
齢
者･

障
害
者
等

ひ
と
り
親
世
帯

障害者等就業サポート事業
障害者等の雇用促進を図るため、企業や県民の障害者雇用に
対する理解促進、働く障害者の定着支援等を実施する。
【予算額：46,494千円】

大学生 高校生 小中学生・産学官連携

☆新規学卒者等総合就職支援事業
（若年者活躍促進事業）
県内の大学等に専任コーディネーターを配置し、個別支援を
実施する他、合同就職説明会・面接会等の開催、インターン
シップを実施する。
【予算額：77,508千円】

新規高卒予定者合同企業説明会
（再掲：若年者総合雇用支援事業）

☆若年者人材確保・定着総合支援事業
（若年者活躍促進事業）
若年者の採用と定着の取り組みを行う企業向け相談窓口を
設置し、課題に対応する専門家派遣や、セミナーを実施する。
【予算額：22,548千円】

☆未来の産業人材育成事業
（若年者活躍促進事業）
沖縄の産業界の未来を担う子ど
も達に、県内の主たる産業の業
界理解を促し、早期からの興味
関心を育てるための取組を行う。

【予算額：17,437千円】

正社員雇用拡大助成金事業
（補助事業）

正規雇用を促進するため、若年者等の正社員雇
用を行う企業に対し助成金を支給し、正社員就職
機会の創出や職場定着の推進を図る。

【予算額：19,343千円】

☆パーソナル・サポート事業
様々な困難を抱え、本人の力だけでは個々の支援策
を的確に活用し、自立することが難しい求職者に対し、
専門の相談員が個別的・継続的に就労・自立を支援
する。
【予算額：120,075千円】

各業界・産業等を所管する関係課を
集めて「人手不足に関する連絡会
議」を開催し、「人手不足に関する現
状と対策を共有」し、「取組の促進と
連携強化等」を図る。

人材不足に関する取組

沖縄型総合就業支援拠点形成事業

求職者や事業主等の総合的な支援拠
点を形成し、個々のニーズに対応した
ワンストップサービスを実施する
【予算額：60,767千円】

総合就業支援拠点の形成

グッジョブセンターおきなわ管理費
グッジョブセンターおきなわが入居してい
る、カフーナ旭橋A街区の共用部分に係る
維持管理費。

【予算額：11,713千円】

☆正規雇用採用力向上モデル事業
（正規雇用化促進事業）

正規雇用に取り組んでいるが、人材確保が課題
となっている県内中小企業に対し、採用コンサル
タント等の専門家を派遣し、採用活動における支
援を行う。

【予算額：24,594千円】

☆女性の就職総合支援事業
（離職者等就職促進事業）

少子高齢化が進行し、生産年齢人口が減少する
中、女性の労働参加を促進し、安定的な雇用に
繋げるため、個々の女性求職者の抱える状況や
職業経験、職業能力に応じた就職支援を行い、沖
縄県の雇用情勢の改善を図る。

☆若年者県内就職促進事業
（若年者活躍促進事業）
県内企業の人材確保を促進するため、県外学生等の沖縄県内企業への就職の相談窓口を県内及び東京・
大阪に設置。県内就職に係る情報提供や相談対応、県内企業と求職者のマッチングを行う。
【予算額：23,516千円】

☆若年者総合雇用支援事業
①沖縄県キャリアセンターの管理運営

15才～40代前半の者を対象に、就職相談、各種セミナー
の開催、出張相談等を行う。
②新規高卒予定者県内・県外合同企業説明会の開催

【予算額74,202千円】


